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■ 教育長セルフレビュー（自己点検） 

≪課題意識≫ 

○ 大阪の学力向上に向けた学校現場の取組みの強化が必要である点において、知事と課題意識を共有しており、市町村教

育委員会や学校現場の課題意識も高まりつつある。 

≪実施プロセス≫ ≪成果≫ 

○ 府教育委員会として財政的な支援のほか、教育委員による学校への直接指導などを進めてきた結果、反復学習等の取組

みや放課後学習、学校を支える学校支援地域本部の設置など、各市町村や小中学校における主体的な取組みが広がり

つつある。 

○ 平成 21 年度のマニフェストで示した「施策推進上の目標」については、ほぼ目標を達成。ただし、「アウトプット指標」である

「全国学力・学習状況調査」の結果については、平成 22 年度夏頃に判明。 

○ 平成21年度の「全国学力・学習状況調査」の結果では、小学校において、全教科・区分とも全国との差が縮まり、全国平均

に近い結果が出るなど、改善が見られた。一方で、中学校においては、依然として厳しい状況であったが、組織をあげての

積極的な取組み事例も生まれるなど、学力向上への機運は高まっている。 

≪今後の方向≫ 

○ これまでの取組みを検証しつつ、その成果等を踏まえて、今後の対策を強化。 

○ 先進的な事例やすぐれた取組みの共有化と府域全体での展開。 

○ 「全国学力・学習状況調査」が抽出調査へと変更されたことに伴い、府独自調査の実施に向けた制度設計と今後の中期的

な取組み方針の確立。 

重点課題１ 

基礎・基本を徹底し、学校が地域・家庭と連携して、子どもたちの学力を最大限に伸ばします 

自己評価 

 

資料１－１ 
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■ 平成 21 年度の取組結果・実施状況 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

１．教育内容の充実 

《基礎・基本を徹底します》 

■学力テストや単元別テストの活用の促進 

全ての小・中学校で府作成の学力テストや単元テ

ストの活用を促進し、確かな学力の定着を図りま

す。 

 

 

 

■学力テストや単元別テストの活用の促進 

 学力テストについては、全ての小・中学校で実施。 
単元別テストについては、小学校で約 95％、中学校では約 90％の学校で実施。 
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■ 算数・数学教材ソフトの開発・配付 

小学校 1 年生から中学校 3年生までの算数・数学１３０単元分のコンテンツを開

発。それをＣＤにて府内全小・中学校及び府立全支援学校に配付した。あわせて、

活用マニュアルとともに大阪府教育情報配信サービスにアップし、Web において

も配信を開始した。 

 

■「確かな学力をはぐくむ２」（DVD）の作成・配布 

平成 20 年度、21 年度の２年間に行われた 60 のモデル授業の中から 20 授業を選

び、１授業約７分に編集したものに加え、新学習指導要領の趣旨を踏まえた授業

づくりのポイントや校内研究の進め方もあわせて収録した DVD を作成。府内全小

中学校に配付した。 
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■反復学習等の取組みの促進 

全ての小・中学校で、計算・漢字などの反復学習等

の取組みを促進し、基本・基礎の定着を図ります。 

■ 反復学習等の取組みの推進 

 小学校においては、ほぼ全ての学校で取組みを実施、中学校においては、約 94％
の学校で取組みを実施。 
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《規則正しい生活習慣や家庭学習習慣を身につけさせるとともに自ら学ぶ力をはぐくみます》 

■放課後学習室「おおさか・まなび舎」の拡充 ■放課後学習室「おおさか・まなび舎」の拡充 

  小学校においては、目標の 91.7％、中学校においては、99.5％の達成状況。 
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■自学自習ワークブックの充実・活用 

自学自習ワークブックを充実し、８０％の小・中学校

で活用を図ります。  

（H20 年度の活用状況） ５０．３％ 

■ 自学自習ワークブックの充実・活用 

  小中学校ともに目標を上回り、90％以上の学校で取組みが進められた。 
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※小学校：527 校（政令、中核市除く） 

※中学校：291 校（政令市除く） 
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■ ３つの朝運動の推進 

３つの朝運動（朝食、あいさつ、読書）に取組み、全

市町村参加のフォーラムを開催します。 

■ ３つの朝運動の推進 

≪３つの朝運動の取組み≫ 
平均月２回 ＰＴ会議実施 

5月 コンセプト設定 

8月 モデルプラン作成 

11 月～ チラシ作成・配布 

1月 モデルプランの実践報告 

・平成 21 年度「地域による学校支援緊急対策事業」を活用して、府内 169 中学校区

で「地域による３つの朝運動」を実施。 

≪フォーラム≫ 

・平成 22 年 1 月 30 日に全市町村参加による「子どもの生活習慣づくりフォーラム

in おおさか」を開催。 

２．「教育コミュニティ」づくりの一層の推進 

■学校支援地域本部の設置と地域教育活動の活性化 

全ての中学校区（291 校区）で、学校支援地域本部

を設置し、地域教育活動を活性化します。  

（H20 年度の設置状況） ２３４中学校区 

■ 学校支援地域本部の設置と地域教育活動の活性化 

  約 90％の中学校区において、学校支援地域本部が設置されている。 
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※ 中学校区：291 校区 
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《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

◆ 平成２２年度「全国学力・学習状況調査」において、下記指標

で全国平均をめざします。 

・「正答率」 

・「無解答率」 

・「家庭で 30 分以上学習している割合」 

・「復習をする習慣がついている割合」 

・「毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合」 

・「近所の人に会った時は、あいさつをしている子どもの割合」 

・「１日の中で、まったく本を読まない子どもの割合」 

◆ 平成２２年度「全国学力・学習状況調査」において、「ＰＴＡや地

域の人が学校の諸活動に対するボランティアとしてよく参加して

くれると回答している学校の割合」が小・中学校ともに４割を超

えることをめざします。 

・ 平成 22 年度「全国学力・学習状況調査」 

※ 実施日：平成 22 年 4 月 20 日（火） 

※ 平成 22 年度から調査方法が抽出調査に変更。 

（平成 21 年度までは小６、中３を対象とした悉皆調査）。 

※ 大阪府の抽出率は 18.8％。 

   （小学校 135 校（13.2％）、中学校 147 校（30.9％）） 

※ 結果の公表は、例年であれば、8 月末頃。 

 

 ≪参考≫ 

平成 21 年度の「全国学力・学習状況調査」の結果については、P23・24 参照 
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■ 教育長セルフレビュー（自己点検） 

≪課題意識≫ 

○ 進学指導特色校をはじめ、知事と府教育委員会はもちろん、現場の学校長を含めて方向性について共通認識がもてたこ

とが平成 21 年度の大きな成果。 

○ 授業料の無償化は当初想定外だったが、その意義は大きく、今後いかに生かしていくかが問われる。 

≪実施プロセス≫ ≪成果≫ 

○ 平成 21 年度に予定していた取組みはほぼ目標どおり達成。ただし、具体的成果については現時点での評価は困難。 

○ 進学指導特色校など、知事と学校長の直接の意見交換が大きな役割を果たした。 

○ 中退防止に向け、課題のある学校に中退防止コーディネーターを指名するなど取組みを強化。平成21年度中退率は22年

夏頃に判明するが、20 年度は前年度から 0.4％改善して 2.5％となるなど、各学校の取組み成果が現れはじめている。 

○ 平成 22 年度入試に向けて、経済的な理由から高校進学を断念しないよう私学団体との連携のもと、公立高校において約

1,000 人の定員を別途設定し、就学のセーフティネットを充実。 

○ 国の公立高校の無償化政策の実施を踏まえて、平成 22 年度から、留年生等を含めた全ての生徒の授業料、府がこれま

で徴収してきた空調使用料を含めて無償とすることとし、学ぶ意欲のある子どもたちの就学保障を充実。 

≪今後の方向≫ 

○ 平成 23 年度の進学指導特色校等の開校に向けて、各校の取組み成果を評価する仕組みとなるよう、評価基準などの制

度設計を検討。 

○ 公立・私立をあわせた高校教育のあり方議論の中で、学校選択に応えられるような公立の教育努力の喚起が必要。 

○ 府教育委員会においても、がんばっている学校を支援する仕組みづくりを推進。 

重点課題２ 

「入ってよかった」と言われる府立高校づくりに向けて、新たな特色づくりの基礎を築きます 

自己評価 
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■平成 21 年度の取組結果・実施状況 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

１．生徒の幅広いニーズと教育課題に応える取組みの推進 

■府立高校のさらなる特色づくり 

幅広い進路選択を可能とするようさらなる

特色づくりを進め、今後、設置をめざす「進学

指導特色校[解説３]」、「体育科」、「専門コー

ス」、「教育センター附属研究学校」の設置対象

校名と事業概要を示します。 

 

■府立高校のさらなる特色づくり 

・進学指導特色校 10 校連絡協議会、新体育科準備委員会、教育センター附属研究学校準

備委員会をそれぞれ開催し、事業概要等について検討をすすめ、平成 22 年 3 月に「ま

とめ」を公表。 

・専門コースについては、1月に設置対象校名、３月に事業概要を公表。 

  設置対象校名の公表 事業概要の公表 

進学指導特色校 

平成 21 年 6 月 

（北野、豊中、茨木、大手前、四条畷、高津、天王寺、生野、

三国丘、岸和田） 

平成 22 年 3 月 

体育科 
平成 21 年 6 月 

（摂津高校） 
平成 22 年 3 月 

専門コース 
平成 22 年１月 

（北淀、泉尾、寝屋川、茨田、八尾、美原、富田林、堺西） 
平成 22 年 3 月 

教育センター附

属研究学校 

平成 21 年 6 月 

(大和川高校) 
平成 22 年 3 月 

  

■学校の個性化の推進 

様々な教育課題の解決をめざした、府立高校

からの企画提案を募集する「学校提案型個性化

推進事業（Good Practice 事業）を推進します。 

■学校の個性化の推進 

・7 つの分野の実践研究校として 41 校を指定。 

＜分野＞人材育成、学力向上、豊かな感性、キャリア教育、学習ツール、 

カリキュラム開発、多文化共生・国際交流 

 

■ものづくり教育の推進 

「職業教育日本一」をめざし、ものづくり教

育コンソーシアム大阪を組織して、企業との連

携を推進します。 

 

■ものづくり教育の推進 

・ ものづくり教育コンソーシアム大阪を設立し、平成 22 年 2 月 22 日に第 1 回運営指導 

委員会(※)を、平成 22 年 3 月 26 日に第 2 回運営指導委員会を開催。 

 ※運営指導委員会とは：学識、経済産業団体、行政の関係者等から構成され、コンソーシアムの運営・

管理や、工科高校への指導・助言・支援等を行う。 
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■土曜日等の補習・講習等の支援 

がんばる学校、がんばる教員を支援し、学力

向上や進路実現を支えるため、土曜日等に補

習・講習等を行うすべての学校に対する支援を

進めます。 

■土曜日等の補習・講習等の支援 

 土曜日等の補習・補講等を行う全ての学校（75 校）に対する支援を実施した。 

 

土曜日等補修・講習等の実施
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■中退防止の取組み推進 

中退防止のため、中退防止コーディネーター

の指名を進めるなど、ヒアリング等を通じて各校

の取組みを支援します。 

■ 中退防止の取組み推進 

≪中退防止コーディネーターの指名≫ 

・ 中退防止加配を措置した府立高等学校 41 校すべてにおいて、中退防止コーディネータ

ーを指名。 

・ 中退防止コーディネーター連絡協議会を開催し、各校の取組みの交流及び研究協議を

実施。 

※第１回の連絡協議会（7月 24 日）を実施し、各学校の取組みについての研修及び研究

協議を実施。（地域との連携についての事例発表） 

※第２回の連絡協議会（1月 15 日）を実施。（福祉機関との連携についての事例発表） 

※第３回の連絡協議会（3月 4 日）を実施。（冊子「中退の未然防止のために」について 

≪ヒアリング等を通じた各校の取組みの支援≫ 

・ 上記 41 校に対するヒアリングを実施（６月）。 

・ 連絡協議会にて各校の取組みの交流を実施。 

・ 中退問題検討会議にて効果的な中高連携のモデルケースを提示するとともに、府立高

校における中退防止の取組みを集約した冊子「中退の未然防止のために ～１年生を

中心とした取組みの要点と具体例～」を策定した（平成 22 年 3 月） 
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２．進路の選択肢の拡大 

■公立、私立にわたる高校教育のあり方につい

ての検討 

公私の高校教育のあり方について、マーケティ

ングリサーチなどを踏まえ、夏頃までに一定の方

向を示します。 

 

■ 公立、私立にわたる高校教育のあり方についての検討 

・ 「府政運営の基本方針（「大阪維新」2010）」【平成 21 年 11 月版】において、公私高校生セーフテ

ィネット対策として、「府立高校の授業料無償化」「私立高校生セーフティネット」を、22年度の

知事重点事業として取り組む方針を確認（H21.11.5）。 

〔具体的な取組内容〕 

22 年度入試に向けて、現在の厳しい雇用経済情勢の下、中学３年生が経済的理由から

高校進学を断念しないための施策 

（府立高校）定員約 1,000 人枠を別途設定 

（私立高校）低所得世帯（年収 350 万円以下）の授業料を府立高校並みに無償化 

・ 平成 22 年度から、留年生や既卒者を含む全ての府立高校生の授業料を無償化するととも

に、別途徴収していた空調使用料（5,400 円/年）についても徴収しないという方針とした。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

■府立高校のさらなる特色づくり 

平成 23 年度に新たに、「進学指導特色校」10

校、「体育科設置校」、「教育センター附属研究学

校」をそれぞれ 1 校、開校します。 

平成 24 年度までに、「専門コース」 を新たに

24 校に設置します。 （H20 年度：12 校） 

■府立高校のさらなる特色づくり 

・進学指導特色校については、平成 23 年度開校に向けて、専門学科の教育課程基準や入

学者選抜制度など、制度設計を進め、3月に検討状況を報告書としてまとめた。 

・体育科については、必要となる施設・設備について検討を進め、3月に検討状況を報告

書としてまとめた。 

・教育センター附属研究学校については、教育課程や教育内容、及び大阪の教育を先導す

る学校としての制度設計を進め、3月に検討状況を報告書としてまとめた。 

・専門コースについては、平成 22 年度は 8 校で設置するとともに、平成 24 年度まで各年

ごと 8校ずつの設置に向け、引き続き、学校に対する働きかけを行うとともに、教育課

程編成の指導助言を行う等、設置に向けた支援を行う。 
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■学校の個性化の推進 

平成 21 年度中に、府立高校 142 校のうち 30

校以上で、学力向上やキャリア教育などの特色

づくりを進めます。 

■学校の個性化の推進 

 府立高校 41 校において、学校提案型個性化推進事業を活用し、特色づくりを推進した。 

 

学力向上やｷｬﾘｱ教育などの特色づくり

年度末
41 目標

30

0

50

（校）

 

■ものづくり教育の推進 

平成 21年度中に、工科高校全９校で地域企業

と連携したものづくり教育や企業実習に取り組み

ます。（H20 年度実績：４校） 

■ ものづくり教育の推進 

 工科高校全9校で、企業との連携を推進した。また、ものづくり教育コンソーシアム大阪を組織

した。 

 

ものづくり教育や企業実習

H20
4

年度末
9

目標
9

0

5

10

（校）

 

■土曜日等の補習・講習等の支援 

平成 21 年度に 50％以上の府立高校で、土曜

日等の補習･講習等を実施します。（H19 年度実

績：45％） 

■土曜日等の補習・講習等の支援 

 5 割を超える府立高校で、土曜日等の補習・補講等が実施された。 

 

土曜日等補修・講習等の実施

H20
45

年度末
51.4

目標
50

40

50

60

（%）

 

※ 高校：142 校 

※ 工科高校：9校 

※ 高校：146 校中 75校 
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■中退防止の取組み推進 

中退率 5％以上の学校全校で、中退率削減の

数値目標を設定し、これらの学校の中退率を減ら

します。 

■中退防止の取組み推進 

・ 中退率 5％以上の学校（34 校）を含め、中退防止コーディネーターを指名している 41 

校全校で、中退率削減の数値目標を設定して取組みを進めてきた。 

    

※ 平成 21 年度の中退の状況については、8 月頃、集計結果が判明予定。 
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■ 教育長セルフレビュー（自己点検） 

≪課題意識≫ 

○ 知的障がいのある児童生徒の増加に対応した学校施設のハード整備の道筋をきっちりと明らかにするとともに、様々な調

整を経て、それをやり切ることの重要性をますます痛感している。 

○ たまがわ高等支援学校の成果をみるにつけ、たまがわタイプ支援学校の増設と就労支援の取組みにさらに力を入れたい

との思いを強くしている。 

≪実施プロセス≫ ≪成果≫ 

○ 長年の懸案であった、知的障がい支援学校の新校整備（平成 21 年度は４校中の１校）に着手するとともに、新校開校まで

の対応として調整等の様々な困難を乗り越えて４分校を開校したことは大きな成果。 

○ その他、平成 21 年度のマニフェストで示した「施策推進上の目標」については、全ての目標を達成。一方で、「アウトプット

の指標」として定めていた目標のうち、知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率の向上については、厳しい経済状況

の中、目標の 3～4ポイントの上昇に対し、平成 22年 3月中旬の速報では 19.1％と、平成 20 年度の 18.5％から 0.6 ポイン

トの上昇にとどまった。 

○ ただし、就労を通じた社会的自立をめざす「たまがわ高等支援学校」の就職率は、職業実習を中心にした独自のｶﾘｷｭﾗﾑ

による取組みなどにより約８割となっており、今後は、この成果を他の支援学校に拡げる。 

≪今後の方向≫ 

○ 知的障がい支援学校の新校整備の着実な推進。 

重点課題３ 

支援学校の整備や就労支援の充実により、障がいのある子ども一人ひとりの自立をしっかりと支援します 

自己評価 
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○ 職業実習などの充実による知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率の向上。 

■ 平成 21 年度の取組結果・実施状況 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

１．障がいのある児童生徒の教育環境の整備 

■府立支援学校の教育環境の整備 

① 知的障がい支援学校の児童生徒数増加に対応するた

め、豊能・三島地域における新校整備に着手します。 

（※ 平成 25 年度までに、残る 3地域において新校整備  

に着手します。） 

 

■府立支援学校の教育環境の整備 

・7 月：基本計画策定委託契約締結。 

・3 月：基本計画策定 

② 平成22年度に新校整備に着手する地域を12月に示し

ます。 

 

・ 北河内地域及び泉北・泉南地域における新校整備基本計画策定費を平成 22

年度当初予算で要求。 

≪11 月の予算要求書公表時に地域名を公表≫ 

北河内地域（旧枚方市立村野中学校敷地を活用） 

泉北・泉南地域（砂川高校(H23.3閉校予定)閉校後の施設・校地を活用） 
 

③ 新校開校までの児童生徒数増加に対応するため、平成

22 年度開校に向け、府内 4地域で分校（または分教室）

を整備します。 

【豊能・三島】【北河内】【中河内・南河内】： 

・8 月：実施設計委託契約締結。 

・10 月：実施設計完了 

・12 月：工事委託契約締結→工事着工（3月末完成）。 

 

【泉北・泉南】 

・7 月：仮設校舎リース契約締結。 

・9 月：実施設計完了。 

・10 月：建築関係の申請手続完了。 

・12 月：工事着工（2月末完成）。 

 

 



＜平成 22 年 5 月 17日大阪府戦略本部会議資料：平成 21 年度教育長マニフェスト評価・検証シート（案）＞             14 / 24 

■府立高等学校における知的障がいのある生徒の学習機会

の充実 

① 地域バランス、生徒・保護者のニーズをふまえ、平成 22

年度に共生推進校[解説７]を新たに 3 校設置（整備）しま

す。  

＊ 自立支援推進校・共生推進校の募集人員を実施校全

体で、 25 人(H20)→30 人(H21)→39 人(H22) に増員。 

■府立高等学校における知的障がいのある生徒の学習機会の充実 

 

・8 月：府立千里青雲高等学校、府立芦間高等学校、府立久米田高等学校の 3

校を共生推進校として整備。 

 

＊ 平成22年度入学者選抜において、自立支援推進校・共生推進校の募集人

員を実施校全体（１３校）で３９人とし、９人を増員。 

② 自立支援推進校[解説８]・共生推進校の 3 年間の取組み

の内容及び成果等を取りまとめ、広く発信します。 

 

・6月：冊子「自立支援推進校・共生推進校３年間の取組みと今後の方向性」

を作成。府内中学校等に配付。ホームページに掲載。 

・10 月：リーフレット「高等学校におけるともに学び、ともに育つ教育の推

進」を作成。府内中学校等に配付。ホームページに掲載。 

・11 月：中学校等の生徒・保護者・教職員等対象に説明会を開催。 

２．障がいのある生徒の就労支援 

■就職率の向上に向けた取組みの推進 

① 就労を通じた社会的自立をめざす「たまがわタイプ支援

学校の豊能・三島地域における整備に着手します。 

■ 就職率の向上に向けた取組みの推進 

・ 7 月：基本計画策定委託契約締結。 

・ 3 月：基本計画策定。 

② 既存の知的障がい支援学校高等部への職業コースの設

置について検討を行い、11 月までに具体的な方針を示しま

す。 

・ 各知的障がい支援学校の職業コース設置に向けた取組み状況を把握 

・ 11 月：｢府立知的障がい支援学校職業コース設置方針」を作成。 

・ 平成 22 年度から吹田支援学校（鳥飼校）に新たに職業コースを設置。 

③ これまで支援学校等が開拓した職場実習受入れ可能企

業に加え、３部局連携により情報共有することで得られた

職場実習受入可能企業の情報を提供します。 

 

・ 労働部局、福祉部局等と連携して、各部局の委託事業等で開拓した職場実習

受入れ可能企業の情報を支援学校等に提供。 

（合計１６２件を支援学校等に提供） 

・ 6 月、10 月：支援学校の就労に向けた取組み等を紹介し、企業の理解啓発を進

めるため、労働部局等と連携したＰＲ事業を支援学校で開催（6/26 たまがわ高

等支援学校、10/27 だいせん聴覚高等支援学校）。 

・ 11 月～：緊急雇用創出基金事業「障がいのある生徒の雇用実現マッチング委  

託事業」を実施。 
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《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

■知的障がい支援学校の新校整備 

知的障がい支援学校生徒の教育環境を整備するため、４

分校（または分教室）を設置し、平成 22 年度約 460 人を受入

れます。 

 

■知的障がい支援学校の新校整備 

・整備規模や対象者の変更に伴い、受入れ人数を「当初計画 460 人→480 人」

に変更。 

■知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率の向上 

知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率を３～４ポイ

ント向上させます。 

 

（平成２０年度 １８．５％）  ※平成２５年度目標 ３５％ 

 

■知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率の向上 

 平成 20 年度 18.5％ → 平成 21 年度（平成 22 年 3 月中旬現在）19.1％ 

  

 ⇒ 0.6 ポイント向上 
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■ 教育長セルフレビュー（自己点検） 

≪課題意識≫ 

○ ４市３２校においてスクールランチを導入できたことは、大きな成果であるが、喫食率の問題など定着やさらなる拡充のた

めの課題も明確になった。 

○ 体力については、依然として厳しい状況にあり、なわとびの活用など日常的で継続的な取組みの充実を粘り強く進めていく

ことが必要であると考えている。 

≪実施プロセス≫ ≪成果≫ 

○ 平成 21 年度のマニフェストに示した体力についての「施策推進上の目標」については、概ね目標を達成。ただし、「アウトプ

ット指標」である「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果については、平成 22 年度に判明。 

○ また、食生活についての「施策推進上の目標」である、中学校におけるスクールランチなどの導入については、 市町村に

対して、初期費用を補助するなど、目標の達成に向け協力して進めてきたが、喫食率が低いといった課題があることや「弁

当」に対する様々な考え方があることなどから、平成 21 年度は目標の 50 校に対し、32 校での実施にとどまっている。ただ

し、平成22年度以降に導入を検討している市町村や学校も同数程度あることから、引き続き、働きかけを続けていきたい。 

≪今後の方向≫ 

○  平成 21 年度から新たに取り組んでいるなわとびを中心とした体力向上策やスポーツ大会の充実による体力向上の機運

の醸成を推進。 

○  中学校におけるスクールランチ等を拡充できるよう、財政的な支援や成功事例の紹介などを通じ、引き続き、市町村に対

し、働きかけを実施。 

重点課題４ 

中学校へのスクールランチの導入などにより、子どもたちの体力と健康づくりを進めます  

自己評価 
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■平成 21 年度の取組結果・実施状況 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

１．体力向上の推進 

■スポーツ大会等の充実 

① 来年度の「全国体力・運動能力、運動習慣等調査[解

説１０]」への全校参加に向けて、市町村教育委員会に

働きかけます。 

 

■スポーツ大会等の充実 

 平成 21 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（参加状況） 

小学校 ９３４校／１，０１５校（９２．０％） 

中学校 ４１９校／  ４６４校（９０．３％） 

※ 平成 20 年度、小中学校とも約 50％の参加率 

 

 ≪参考：平成 21 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果≫ 

  （結果の概要） 

   ・昨年度に引き続き、小・中学校とも全種目全国平均を下回っている。 

   ・小・中学校とも反復横とび・20ｍシャトルラン（中学校は持久走との

選択）が、全国平均より明らかに下回っている。 

 

  （全国を 50 とした時の大阪府の状況：小学校 5年生男子） 
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マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

１．体力向上の推進 

② 「なわとび級判定」を 10月までに作成し、全小学校に周知

し、活用します。 

・10 月：全小学校に送付。ホームページに掲載。 

 

③ 子ども元気アッププロジェクト事業におけるスポーツ大会

に、35 以上の市町村（約 8 割）からのエントリーをめざしま

す。 

 

 

・27 市町村からのエントリー 

ドッジボール大会 11 月 21 日実施 16 市町からエントリー 

ジャンプアップ大会 12 月 25 日実施 13 市町からエントリー 

駅伝大会 2 月 20 日実施 16 市町からエントリー  

２．食育の推進 

■スクールランチなどの導入推進 

① 市町村への支援により、新たに中学校 50 校でスクールラ

ンチなどの導入推進を図ります。 

■ スクールランチなどの導入推進 

 新たに 32 校でスクールランチなどが導入された。 

 

新たにスクールランチを導入

年度末
32

目標
50

0

50

（校）

 

② 平成 22 年度の導入中学校数の増加（30 校以上）をめざ

し、先行実施学校の視察や先進事例の紹介などの説明会

を通じて市町村に働きかけます。 

・平成 22 年度 33 校で実施予定。 
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《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

◆ 平成２２年度の全国調査において、下記指標で全国平均

をめざします。 

 

・「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 

   指標「体育の授業以外で体力向上に係る取組みを継続

的に実施している割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「全国学力・学習状況調査」 

   指標「毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合」 

・平成 22 年度「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 

※ 実施予定日：平成 22 年 4 月～7 月末までに実施 

※ 平成 22 年度から調査方法が抽出調査に変更され、全国の小・中学校の約

20％の学校が抽出され、その学校の小５、中２を対象として調査。 

（平成 21 年度までは小５、中２を対象とした悉皆調査）。 

※ 大阪府の抽出率は、11.8％ （小学校 122 校（11.5%）、中学校 62 校(12.3%)） 

※ 結果の公表は、例年であれば、12 月予定。 

 

≪参考≫ 

  指標「体育の授業以外で体力向上に係る取組みを継続的に実施している割合」 

  （％） H20 年度調査 H21 年度調査 

府 43.3 44.0 小学校 

全国 66.7 63.0 

府 6.3 8.4 中学校 

全国 22.6 21.9 

 

・ 平成 22 年度「全国学力・学習状況調査」・・・Ｐ４参照 
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■ 教育長セルフレビュー（自己点検） 

≪課題意識≫ 

○  子どもたちの学力向上に向けては、教員の授業力の向上が不可欠であるとの認識のもと、平成２１年度は、カリナビブラ

ンチ等から全小・中・高・支援学校を訪問し、直接指導を行うなど、経験の少ない教員の授業力の向上や指導が不適切な

教員への対応を強化したところ。訪問指導からは、教職経験年数の少ない教員の授業力の課題や研修がきちんと授業改

善に結びついているかが不透明といった課題も明らかになっており、次へのステップが必要。 

≪実施プロセス≫ ≪成果≫ 

○ 平成 21 年度のマニフェストで示した「施策推進上の目標」については、達成。加えて、算数・数学の教材ソフトや授業改善

のためのＤＶＤを作成するなど、着実に取組みを進めてきた。ただし、「アウトプット指標」である「全国学力・学習状況調査」

の結果については、平成 22 年度夏頃に判明。 

○ 全小・中・高・支援学校に対する巡回指導を実施することで、例えば、小学校においては、年間 4回以上の校内研修を実施

する学校が全体の半数を超えるなど、多くの学校がこの巡回指導を活用し授業改善に向けた校内研修を活性化するととも

に、カリナビへの研修支援の依頼においても、新たに設けた訪問支援の依頼も含め、前年度の2倍を超えるなど、教員の授

業力向上の取組が学校現場にも拡がりつつある。 

≪今後の方向≫ 

○ 平成 21 年度の成果を踏まえ、巡回指導による教員の授業力向上等を図っていくとともに、課題のある学校への重点支援

を行う。 

重点課題５ 

教員の授業力を高めます 

自己評価 
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■平成 21 年度の取組結果・実施状況 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

○ 授業力改善に向けた取組み 

■巡回指導による教員全体の授業力

アップ 

カリキュラム NAVi プラザやカリ

ナビ・ブランチ[解説１２]と教員評

価支援チーム[解説１３]が連携し、

全ての小・中・高・支援学校を巡回

指導し、経験の少ない教員をはじめ

とする教員全体の授業力アップを図

るとともに、指導が不適切な教員を

現場からはずします。 

 

■ 巡回指導による教員全体の授業力アップ 

○ 全小・中・高・支援学校に巡回指導を実施。 

  ・小学校（６２２校）、中学校（２９１校）、府立学校（高校・支援学校）（１８８校）  

 

巡回指導

年度末

100.0

年度末

100.0

目標

100

目標

100

0.0

50.0

100.0

小中 府立

（%）

 
 

 ○ カリキュラムＮＡＶｉプラザへの研修支援要請研修 

    要請支援 計画支援 

平成１９年度 １，０１６件  

平成２０年度 １，０５２件  

平成２１年度 １，７００件 ５１８件 

   ※「計画支援」とは「大阪の教育力向上プラン」に基づく学校訪問による研修支援 

  

■ （再掲）算数・数学教材ソフトの開発・配付 

 

■ （再掲）「確かな学力をはぐくむ２」（ＤＶＤ）の作成・配布 
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《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 取組結果・実施状況 

◆ 平成２２年度の「全国学力・学習状況調査」において、下

記指標で全国平均をめざします。 

 

指標「国語、数学の授業の内容がよくわかりますか」の問い

に対して、「当てはまる」または「どちらかといえば当てはまる」

と答えた子どもの割合 

・ 平成 22 年度「全国学力・学習状況調査」・・・Ｐ４参照 
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≪参考≫「全国学力・学習状況調査」の状況  ≪小学校≫ 

【正答率】 

正答率

府
57.7

府

62.5
全国

59.9

全国

63.5

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【無回答率】 

無回答率

府

9.3
府
8.1

全国
8.1

全国
7.6

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【家庭で 30 分以上学習している割合】 

家庭学習

府

76.1

府

77.8

全国

82.4

全国

83.6

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
【復習をする習慣がついている割合】 

 

復習

府

32.0

府

34.8

全国

43.4

全国

46

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合】 

 

朝ごはん

府

81.9

府

83.9

全国

87.1

全国
88.5

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【近所の人に会った時は、あいさつをしてい

る子どもの割合】 

あいさつ

府

55.7

府
57.6

全国

61.2

全国

62.8

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
【1 日の中で、全く本を読まない子どもの割合】 

 
 

 

本を読まない

府

27.3

府

27.7
全国

20.4

全国

21.7

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動に対する

ボランティアとしてよく参加してくれると回
答している学校の割合】 

 

ボランティア参加

府

35.8

府

42.2

全国

50.5

全国

54.8

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【「国語、算数の授業の内容がわかりますか】

の問いに対して、「当てはまる」または「ど
ちらかといえば当てはまる」と答えた子ども

の割合】 

授業理解（国語）

府

74.3

府

77.6

全国

78

全国

80

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
※ 算数 20 年度 府（75.8%）全国（78.4%） 

     21 年度 府（77.2%）全国（79.2%） 
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≪参考≫「全国学力・学習状況調査」の状況  ≪中学校≫ 

【正答率】 

正答率

府

57.9

府

63.4
全国

61.7

全国

67.8

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【無回答率】 

無回答率

府

11.1
府
8.4

全国
8.1

全国

5.9
0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【家庭で 30 分以上学習している割合】 

家庭学習

府

78.1

府

78.1

全国

82.1

全国

81.9

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
【復習をする習慣がついている割合】 

 

復習

府

29.7

府

30.7

全国
39.6

全国
40.5

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合】 

 

朝ごはん

府
73.4

府

75.1

全国

81.1

全国

82.2

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【近所の人に会った時は、あいさつをしてい

る子どもの割合】 

あいさつ

府

52.0
府

51.7

全国

50.7

全国

51.2

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
【1 日の中で、全く本を読まない子どもの割合】 

 

 
 

本を読まない

府

51.3

府

53.3
全国

37.9

全国
39.4

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動に対する
ボランティアとしてよく参加してくれると回

答している学校の割合】 
 

ボランティア参加

府

38.1

府

37.8

全国

44

全国

46.4

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 

【「国語、数学の授業の内容がわかりますか】
の問いに対して、「当てはまる」または「ど

ちらかといえば当てはまる」と答えた子ども
の割合】 

授業理解（国語）

府

62.6

府

65.3

全国

66.8

全国

68.8

0.0

50.0

100.0

20年度 21年度

（%）

 
※ 数学 20 年度 府（64.3%）全国（65.5%） 
     21 年度 府（63.1%）全国（64.9%） 

 


